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【資料②】

令和元年度京都府内公立学校教員海外派遣研修について

１ 目 的

京都府内公立学校（京都市立を除く）に勤務する教員を海外に派遣して、派遣先の教
育・文化及び社会等の実情を視察したり、語学研修を行うことにより、国際的視野に立
った幅広い識見を身につけさせるとともに、教員としての資質を高めることを目的とす
る。

２ 教員の資質能力向上プランでの位置づけ

重点施策１(4) スペシャリストの育成
優秀な教員が海外で先進的な教育制度や施策を視察する派遣研修を実施し、グロー

バルな視点をもつスペシャリストを育成

３ 対象教員

(1) 府内公立学校の小学校に勤務する教員であること。
(2) 勤務成績が優秀で心身ともに健康であること。
(3) 教員経験が７年（ステージⅡ：中堅期）以上で、忍耐強く、協調性を持ち、職責
を遂行する堅固な意思と気力を有すること。

(4) 海外派遣研修終了後、研修の成果を生かした教育活動に携わることのできる者
(5) 海外派遣研修の実施に必要となる英語（高等学校英語程度）の能力を備えている
こと。

４ 派遣期間

令和元年10月26日（土）～11月５日（火）

５ 派遣教員数

２名程度（１年度につき）

６ 派遣先

オーストラリア（クイーンズランド州ブリスベン）
クイーンズランド州教育省、現地小学校

７ 経 費

予算額 １，０００千円

８ 研修内容・その他

(1) 現地校において、授業参観や共同授業、教員とのディスカッション等を実施
(2) 教育省において、州教育システムに関する講義、ディスカッションを実施
(3) 期間中はホームステイ及び現地ホテルにて滞在





校長 教職員人事評価研修 

＜学校経営＞ 
熟練期 
（25年～） 

新任管理職研修 
 

充実期 
（16～24年） 

中堅期 
（７～15年） 

中堅教諭等資質向上研修 

初任期 
（１～６年） 

初任期育成研修 

着任時 京都府「教師力」養成講座 

京都府若手教員学びあいのコミュニティ育成支援事業 

若手教員が共同で研究活動を行う学びあいのコミュニティの形成を支援！ 
■ 支援対象となるコミュニティ    

 ○ 若手教員（初任期から中堅期）が主体的に形成したコミュニティを京都府教育   

  委員会が認定    

 ○ 参加人数は３名から１０名程度を想定    

 ○ 指導助言者として指導主事等が参加 
 

■ 支援対象となる研究内容 
 ○ 学習指導要領の趣旨を踏まえた教科指導（特別の教科 道徳を含む。） 
 ○ 研究成果を発信する機会として、京都府総合教育センターの研修講座 
   における発表や研究紀要の執筆が可能 
 

  

コミュニティ育成
支援事業への参加 

 
 
 
 

コミュニティの交流
研究活動の継続 

府内全域や地域における教科指導の 
リーダーとして研究成果を発信 

基本研修・ステージ別研修 
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■ 支援内容    
 ○ 経費の助成 
    定められた範囲内での活動旅費（コミュニティの参加者が実施する研究授業への     
     参加、他県の先進校視察を想定）や研究活動に必要な資料（図書等）の購入費とし   
  て最大10万円を助成 

 ○ 研究活動はセンター研修講座を受講したものとして単位認定 

 ○ 活動場所として総合教育センター等の施設が利用可能 
  

■ 支援期間 

   認定されたコミュニティは、最大２年間の支援を受けることができる。 

  本事業の目的はコミュニティの形成を支援することであり、支援期間が終了した後   

  も本事業によって築いた教員間のネットワークを通じて積極的に研究活動を続ける   

  ことが期待される。 
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【資料④】
Ｗｅｂコンテンツ視聴研修

１ 目 的

教員の働き方改革の推進や負担軽減の観点を踏まえ、研修期間を短縮して児童
生徒と向き合う時間を確保しながら、効果的・効率的に資質能力の向上が図れる
よう、また、育児休業中の教員のキャリア形成を支援するため、従来の集合型研
修に加え、Web配信により研修を受講し単位認定できるシステムの整備・拡充を
図る。

２ 教員の資質能力向上プランでの位置づけ

重点施策４(3)及び６(3) Ｗｅｂ講座の整備・充実
教員の負担軽減を図り、研修期間を短縮するため、従来の集合型研修を見直し、

Ｗｅｂ配信により勤務校等に居ながら研修を受講できるシステムの整備・充実

重点施策５(1) 遠隔研修受講システムの整備
育児休業中の教員が、最新の教育課題や教育改革の動向を把握し、復帰後、円

滑に教育活動にあたれるよう自宅に居ながらにして研修を受講でき、単位認定も
できる、Ｗｅｂを活用した遠隔研修の受講システムを整備

３ 内 容

下記のWebコンテンツを２講座視聴し、２枚のレポートを提出すれば、指
標のⅠ～Ⅳステージにおいて、各１単位分を認定する。（上限４単位）

４ Ｗｅｂコンテンツ

【令和元年度】

●(独 )教職員支援機構
「ＮＩＴＳのオンライン研修「校内研修シリーズ」98本」

●(独 )国立特別支援教育総合研究所
「インターネットによる講義配信 基礎編48本 専門編76本」

●京都教育大学
「先生を”究める”Ｗｅｂ講義 104本」

※コンテンツの多くは20分程度
※京都府総合教育センターHPより閲覧可能
コンテンツ数は2月４日現在。

５ 活用事例

(1) 勤務時間中（長期休業中や授業の空き時間等）に受講

(2) 校内研修を利用しての受講
※研修の導入時に動画を視聴し、内容について、演習・発表を行う等

(3) 育児休業中の教職員が育児の合間に受講




